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類
型
別
に
見
た
証
券
業
界
の
収
益
別
シ
ェ
ア

二
上
季
代
司

　

前
回
は
、
証
券
業
界
の
収
益
構
成
（
い
い
か
え
れ
ば
業
務
内
容
）
に
つ
い
て
検
討
し
た
（
１
）。

こ
れ
に
よ
れ
ば
、
か
つ
て
純
営
業
収
益

の
過
半
を
占
め
て
い
た
委
託
手
数
料
が
今
や
一
六
％
に
ま
で
低
下
し
、
代
わ
っ
て
委
託
・
引
受
・
募
集
の
各
手
数
料
の
ど
れ
に
も
分

類
で
き
な
い
「
そ
の
他
手
数
料
」
が
三
四
％
と
最
大
の
収
益
源
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
確
認
で
き
た
が
、
こ
の
変
化
は
ま
た
、
外
国

証
券
会
社
の
シ
ェ
ア
拡
大
と
並
行
し
て
い
る
こ
と
も
わ
か
っ
た
。
つ
ま
り
、
業
務
内
容
の
変
化
は
競
争
構
造
の
変
化
も
伴
っ
て
い
た

の
で
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
今
回
は
「
競
争
」
と
い
う
側
面
か
ら
、
証
券
業
界
に
お
け
る
平
成
年
間
の
構
造
変
化
を
検
討
し
て
み
よ
う
。
か
つ
て
日

本
の
証
券
界
は
大
手
四
社
の
寡
占
構
造
（「
四
社
寡
占
」）
と
特
徴
づ
け
ら
れ
て
い
た
。
そ
れ
は
、
ど
の
業
務
を
と
っ
て
み
て
も
大
手

証
券
四
社
が
他
社
を
隔
絶
す
る
ほ
ど
の
シ
ェ
ア
を
占
め
て
い
た
、
と
い
う
意
味
で
あ
る
。
こ
の
「
四
社
寡
占
」
は
今
や
死
語
と
な
っ

た
。
で
は
証
券
界
は
ど
の
よ
う
な
競
争
構
造
に
変
わ
っ
た
の
だ
ろ
う
か
。
以
下
で
は
、
こ
の
問
題
を
検
討
す
る
の
で
あ
る
。

１　

ビ
ッ
グ
バ
ン
以
前
の
競
争
構
造

　

図
表
１
は
一
九
九
七
年
三
月
期
の
決
算
数
値
で
あ
る
。
こ
の
翌
年
度
に
は
山
一
証
券
が
破
綻
し
て
お
り
、「
四
社
」
の
数
値
が
得

ら
れ
る
最
後
で
あ
る
。
か
つ
ま
た
、
証
券
規
制
の
大
改
革
が
行
わ
れ
る
「
日
本
版
ビ
ッ
グ
バ
ン
」
直
前
で
も
あ
る
。
要
す
る
に
、「
旧

レ
ジ
ー
ム
（
体
制
）」
下
で
の
競
争
構
造
の
最
期
を
表
す
も
の
と
い
っ
て
よ
い
。
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こ
の
表
は
「
大
蔵
省
証
券
局
年
報
」
の
巻
末
資
料
を
ベ
ー
ス
に
し
て

作
成
し
た
が
、類
型
基
準
と
し
て
は
「
資
本
金
」
の
多
寡
と
「
会
員
権
」

の
有
無
の
二
つ
が
使
わ
れ
て
い
る
。
そ
の
理
由
を
『
年
報
』
は
明
示
し

て
い
な
い
が
、「
旧
レ
ジ
ー
ム
」
下
で
は
資
本
金
の
多
寡
が
証
券
業
務

の
認
可
基
準
と
な
っ
て
い
た
こ
と
、
証
券
取
引
所
は
独
禁
法
の
適
用
を

免
除
さ
れ
「
市
場
集
中
義
務
」、「
会
員
枠
の
限
定
」
に
よ
っ
て
会
員
（
と

り
わ
け
東
証
会
員
）
は
委
託
業
務
・
自
己
売
買
業
務
を
展
開
す
る
上
で

極
め
て
有
利
な
立
場
に
あ
っ
た
か
ら
だ
、
と
思
わ
れ
る
。

　

こ
れ
を
み
る
と
、
売
買
益
を
除
き
受
入
手
数
料
の
ど
の
項
目
を
み
て

も
わ
ず
か
四
社
で
五
割
近
く
の
収
益
を
占
め
て
い
た
こ
と
が
確
認
で
き

る
。
と
り
わ
け
発
行
業
務
関
係
（
引
受
・
募
集
業
務
）
の
シ
ェ
ア
は
非

常
に
高
く
な
っ
て
い
る
。
当
時
は
増
資
や
起
債
に
お
け
る
主
幹
事
シ
ェ

ア
が
四
社
の
ほ
ぼ
独
占
状
態
に
あ
っ
た
こ
と
、
四
社
系
投
信
委
託
会
社

の
シ
ェ
ア
も
高
く
、
投
信
の
募
集
業
務
に
お
い
て
も
四
社
の
シ
ェ
ア
は

高
か
っ
た
の
で
あ
る
。

　

と
こ
ろ
で
、
こ
こ
で
留
意
し
て
お
く
べ
き
こ
と
が
二
点
あ
る
。

　

第
一
は
、
系
列
証
券
の
存
在
で
あ
る
。
大
手
四
社
は
準
大
手
か
ら
中

堅
・
中
小
に
至
る
ま
で
多
く
の
会
員
業
者
を
系
列
化
し
て
い
た
。
こ
の

図表１　類型別収益シェア（1997年３月期）

純営業
収益

委託
手数料

引受
手数料

募集
手数料

その他
手数料 売買損益

金額（億円） 24,317 10,513 2,648 2,550 3,725 5,455
社数 シェア

東証会員 124 93.2％ 93.9％ 87.7％ 94.0％ 85.2％ 94.6％

国内証券
大手４社   4 47.5％ 37.0％ 67.8％ 63.5％ 41.9％ 29.6％
総合証券  45 28.5％ 34.1％ 16.4％ 28.5％ 18.9％ 22.0％
その他国内証券  54  4.8％  7.9％  0.4％  1.9％  2.1％  2.7％

外国証券  21 12.4％ 15.0％  3.0％  0.1％ 22.2％ 40.2％
東証非会員 159  6.8％  6.1％ 12.3％  6.0％ 14.8％  5.4％
国内証券 122  4.3％  4.8％ 11.9％  6.0％  3.3％  5.4％
外国証券  37  2.4％  1.3％  0.4％  0.0％ 11.5％  0.0％
（注１） 純営業収益＝受入手数料（委託手数料＋引受手数料＋募集手数料＋その他手数料）＋トレー

ディング損益（売買損益）＋純金融収益。純金融収益はこの表には掲載していない。
（注２）総合証券とは元引受業務ができる資本金30億円以上の証券会社をさす。
（注３） 時価基準の「トレーディング勘定（特定取引勘定）」の強制導入は2001年３月期以降のため、

この表では「売買損益」としている。
（出所） 大蔵省証券局年報（『４編　財務諸表』）、東京証券取引所「会員の決算概況」、日本証券業協

会「協会員の決算概況」（『証券業報』）より作成
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た
め
、
自
身
の
ブ
ロ
ー
カ
ー
・
デ
ィ
ー
ラ
ー
部
門
だ
け
で
は
な
く
系
列
証
券
も
動
員
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
証
券
取
引
所
に
お
け
る
株

価
形
成
に
大
き
な
影
響
力
を
持
ち
、
そ
れ
が
ま
た
「
幹
事
獲
得
」
の
競
争
手
段
と
な
っ
て
い
た
か
ら
で
あ
る
（
２
）。

　

こ
の
た
め
「
株
式
ブ
ロ
ー
カ
ー
」
業
務
に
お
け
る
大
手
四
社
の
実
質
的
な
シ
ェ
ア
は
委
託
手
数
料
の
シ
ェ
ア
に
反
映
さ
れ
た
数
字

よ
り
も
大
き
か
っ
た
。
つ
ま
り
発
行
業
務
の
み
な
ら
ず
流
通
業
務
に
お
い
て
も
四
社
の
実
質
的
シ
ェ
ア
は
高
か
っ
た
の
で
あ
る
。

　

し
か
し
第
二
に
、
外
国
証
券
会
社
の
シ
ェ
ア
が
す
で
に
上
昇
し
つ
つ
あ
っ
た
。
バ
ブ
ル
崩
壊
後
も
大
手
四
社
の
シ
ェ
ア
に
陰
り
は

み
ら
れ
な
か
っ
た
の
だ
が
、外
国
証
券
会
社
（
非
会
員
含
む
五
〇
社
）
の
純
営
業
収
益
の
シ
ェ
ア
は
一
九
九
一
年
三
月
期
の
七
・
六
％

が
、
九
七
年
三
月
期
で
は
五
八
社
で
一
四
・
八
％
と
な
っ
て
い
る
。
と
り
わ
け
「
そ
の
他
手
数
料
」、「
売
買
益
」
の
シ
ェ
ア
が
高
く

な
っ
て
い
る
。
機
関
投
資
家
向
け
の
外
貨
建
て
債
券
・
仕
組
債
・
フ
ァ
ン
ド
な
ど
の
販
売
手
数
料
や
Ｍ
＆
Ａ
関
係
の
報
酬
が
「
そ
の

他
手
数
料
」
と
し
て
計
上
さ
れ
る
こ
と
が
多
く
な
り
、
株
式
や
債
券
に
お
け
る
裁
定
取
引
関
係
の
売
買
益
も
多
か
っ
た
こ
と
な
ど
が

注
目
さ
れ
る
。

　

つ
ま
り
、
ホ
ー
ル
セ
ー
ル
業
務
で
徐
々
に
変
化
が
生
じ
て
い
た
の
で
あ
る
。
ま
た
一
九
九
〇
年
代
初
頭
の
業
際
問
題
の
解
決
（
子

会
社
形
式
で
の
銀
行
・
証
券
・
信
託
の
相
互
参
入
）
と
の
バ
ー
タ
ー
で
起
債
市
場
の
自
由
化
が
進
め
ら
れ
、
そ
れ
ま
で
の
よ
う
に
証

券
会
社
が
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
を
発
揮
で
き
る
の
は
エ
ク
ィ
テ
ィ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
だ
け
で
は
な
く
な
っ
た
。
実
際
、
株
価
の
低
迷
と
も

相
ま
っ
て
公
募
増
資
は
大
幅
に
減
少
、
増
資
も
第
三
者
割
当
て
や
優
先
株
な
ど
後
ろ
向
き
の
案
件
が
増
え
て
い
き
、
成
長
資
金
の
調

達
は
社
債
に
よ
る
も
の
が
増
え
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。

　

こ
の
結
果
、「
幹
事
獲
得
」
競
争
の
手
段
で
も
あ
っ
た
「
株
式
出
来
高
競
争
」、
し
た
が
っ
て
ま
た
、
そ
れ
を
補
強
す
る
た
め
の
証

券
系
列
化
戦
略
も
意
義
が
薄
れ
て
い
っ
た
。
二
度
の
不
祥
事
を
契
機
に
、営
業
目
標
を
「
株
式
等
の
出
来
高
」
か
ら
「
預
か
り
残
高
」

へ
と
変
え
る
「
資
産
管
理
型
営
業
」
へ
の
転
換
が
ス
ロ
ー
ガ
ン
と
し
て
掲
げ
ら
れ
る
の
も
こ
の
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
れ
ら
種
々
の
変
化
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が
、
そ
の
後
の
四
社
系
証
券
株
の
浮
動
化
へ
つ
な
が
る
下
地
に
な
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

２　

ビ
ッ
グ
バ
ン
以
後
―
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
直
前
ま
で
の
競
争
構
造

　

一
九
九
八
年
以
降
に
な
る
と
、
準
大
手
以
下
の
証
券
株
が
浮
動
化
し
は
じ
め
、
証
券
会
社
の
再
編
成
が
始
ま
る
。
証
券
株
の
浮
動

化
は
、
経
営
破
綻
に
陥
っ
た
山
一
や
長
銀
、
日
債
銀
等
が
や
む
な
く
保
有
証
券
株
を
売
却
し
た
ケ
ー
ス
、
他
の
大
手
三
社
が
証
券
系

列
化
戦
略
を
放
棄
し
た
ケ
ー
ス
、
経
営
困
難
に
陥
っ
た
証
券
会
社
オ
ー
ナ
ー
が
売
却
し
た
ケ
ー
ス
な
ど
の
複
合
的
な
結
果
で
あ
る
。

こ
の
浮
動
化
し
た
証
券
株
は
、
①
証
券
参
入
を
企
図
し
た
他
業
態
・
業
界
に
よ
る
取
得
や
②
経
営
陣
に
よ
る
新
た
な
安
定
株
主
作
り

や
Ｍ
Ｂ
Ｏ
に
よ
っ
て
吸
収
さ
れ
て
い
っ
た
。

　

証
券
再
編
成
は
二
〇
〇
〇
年
代
の
中
頃
ま
で
に
は
収
ま
っ
た
が
、
合
併
や
事
業
譲
渡
、
自
主
廃
業
に
よ
っ
て
旧
来
の
業
者
の
多
く

は
姿
を
消
し
、
代
わ
っ
て
新
規
参
入
が
増
加
し
て
い
っ
た
。
一
九
九
〇
年
代
末
の
「
日
本
版
ビ
ッ
グ
バ
ン
」
の
一
環
と
し
て
証
券
業

は
免
許
制
か
ら
登
録
制
へ
と
変
わ
っ
た
こ
と
が
新
規
参
入
へ
の
障
壁
を
低
く
し
た
。

　

そ
こ
で
、
一
九
九
八
年
以
降
に
つ
い
て
は
、
支
配
株
主
の
属
性
を
分
類
基
準
の
中
心
に
お
い
て
類
型
化
し
て
み
る
こ
と
に
し
よ
う
。

　

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
直
前
の
業
者
数
と
類
型
別
収
益
シ
ェ
ア
を
み
る
と
、
図
表
２
の
よ
う
に
な
る
。
証
券
取
引
所
は
独
禁
法
の
適

用
除
外
で
は
な
く
な
り
、
会
員
（
取
引
参
加
者
）
枠
を
限
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
く
な
っ
た
。
つ
ま
り
資
格
要
件
さ
え
整
え
ば
取
引

参
加
者
に
な
れ
る
の
だ
が
、
東
証
の
総
合
取
引
参
加
者
の
数
は
む
し
ろ
減
少
し
、
逆
に
非
総
合
取
引
参
加
者
が
増
え
て
い
っ
た
。

　

ま
ず
資
本
金
三
〇
億
円
以
上
の
「
総
合
証
券
」
は
、
メ
ガ
バ
ン
ク
系
、
上
場
証
券
、
そ
の
他
中
堅
証
券
へ
と
分
解
し
て
い
っ
た
。

準
大
手
証
券
の
多
く
は
、メ
ガ
バ
ン
ク
三
グ
ル
ー
プ
の
も
と
で
大
手
証
券
に
伍
す
る
規
模
に
ま
で
経
営
統
合
を
繰
り
返
し
て
い
っ
た
。

他
方
で
は
、
財
務
の
健
全
な
中
堅
ク
ラ
ス
か
ら
新
規
上
場
に
よ
っ
て
規
模
拡
大
を
図
る
業
者
が
現
れ
た
。
さ
ら
に
手
数
料
自
由
化
に
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よ
っ
て
「
ネ
ッ
ト
証
券
」
が
台
頭
し

急
速
に
シ
ェ
ア
を
拡
大
し
、
そ
の
中

か
ら
も
新
規
上
場
を
図
る
業
者
が
現

れ
た
（
３
）。

　

一
方
、
東
証
非
取
引
参
加
者
で
は

Ｆ
Ｘ
（
外
為
証
拠
金
取
引
）
専
業
の

業
者
が
増
え
た
。
一
九
九
八
年
施
行

の
改
正
外
為
法
に
よ
っ
て
金
融
機
関

以
外
の
業
者
が
一
般
顧
客
を
相
手
に

外
為
業
務
に
参
入
し
は
じ
め
、
Ｆ
Ｘ

業
者
が
増
加
し
た
の
で
あ
る
。ま
た
、

不
動
産
や
イ
ン
フ
ラ
等
を
運
用
対
象

と
す
る
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
・
フ
ァ
ン

ド
の
組
成
・
販
売
業
者
な
ど
多
様
な

業
者
の
参
入
が
は
じ
ま
る
。

　

し
か
し
こ
の
中
で
も
や
は
り
注
目

さ
れ
る
の
は
外
国
証
券
会
社
で
あ

る
。東
証
会
員
の
外
国
証
券
会
社
は
、

図表２　類型別収益シェア（2007年３月期）

純営業
収益

委託
手数料

引受
手数料

募集
手数料

その他
手数料

トレーディ
ング損益　

金額（億円） 40,398 10,395 2,153 4,169 12,821 8,568 
社数 シェア

東証総合取引参加者 109 94.8％ 94.6％ 99.8％ 95.8％ 93.6％ 95.6％
（内訳）
国内証券

独立系大手   4 33.7％ 24.7％ 45.3％ 64.0％ 21.2％ 46.9％
メガバンク系   5 15.6％ 13.2％ 24.1％ 16.2％  8.9％ 27.2％
上場証券  16  7.2％ 12.5％  2.3％ 11.3％  2.8％  6.9％
ネット証券   6  4.4％ 10.5％  0.7％  0.6％  1.1％  0.4％
中堅・中小証券ほか  54  4.7％  8.7％  0.4％  2.0％  2.4％  5.4％
地銀系   4  0.4％  0.9％  0.0％  0.4％  0.1％  0.2％

外国証券  20 28.8％ 23.9％ 26.9％  1.4％ 57.2％  8.7％
東証非総合取引参加者 194  5.2％  5.4％  0.2％  4.1％  6.4％  4.3％
（内訳）
国内証券

銀行系   6  0.7％  0.1％  0.1％  2.2％  0.3％  1.9％
FX（外為証拠金）業者  17  0.6％  0.6％  0.0％  0.0％  0.7％  0.8％
資産運用・ファンド組成
など  15  0.2％  0.1％  0.0％  0.3％  0.5％  0.1％

中小証券  91  1.3％  3.3％  0.0％  1.2％  0.5％  0.7％
その他国内証券  20  0.8％  0.9％  0.1％  0.1％  0.9％  0.0％

外国証券  45  1.7％  0.4％  0.0％  0.3％  3.4％  0.9％
（注１） 独立系大手は野村、大和、大和SMBC、日興コーディアルの４社、メガバンク系は新光、み

ずほ、みずほインベスターズ、三菱UFJモルガンスタンレー、SMBCフレンドの５社
（注２） 「上場証券」は持株会社（親会社）が上場している場合に支配的子会社であれば含める（大手、

メガバンク系、ネット証券を除く）。
（注３） 東証非総合取引参加者の「銀行系」はメガバンク系２社、地銀系１社、その他銀行系３社で

ある。
（注４） 純営業収益＝受入手数料（委託手数料＋引受手数料＋募集手数料＋その他手数料）＋トレー

ディング損益＋純金融収益＋その他営業収益。純金融収益とその他業務収益はこの表には掲
載していない。

（出所） 拙稿『証券会社経営の時系列的分析』付属資料（日本証券業協会委託調査、2018年）より再
引用。
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社
数
が
増
え
て
い
な
い
も
の
の
、
募
集
手
数
料
を
除
く
各
手
数

料
シ
ェ
ア
を
急
速
に
上
昇
さ
せ
、
純
営
業
収
益
で
は
三
割
近
く

の
シ
ェ
ア
に
な
っ
て
い
る
。
と
り
わ
け
「
そ
の
他
手
数
料
」
は

過
半
を
占
め
て
い
る
。
二
〇
〇
〇
年
前
後
に
企
業
結
合
法
制
が

整
備
さ
れ
た
こ
と
、
金
融
機
関
や
事
業
会
社
間
の
株
式
持
ち
合

い
の
解
消
と
と
も
に
海
外
株
主
が
増
え
（
４
）、「

選
択
と
集
中
」
の

ス
ロ
ー
ガ
ン
の
も
と
、
事
業
部
門
や
企
業
の
Ｍ
＆
Ａ
が
増
え
て

い
っ
た
が
、
そ
の
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
に
外
国
証
券
会
社
が
つ
く

ケ
ー
ス
が
多
か
っ
た
の
で
あ
る
。

　

実
際
、「
そ
の
他
手
数
料
」
の
金
額
は
、
一
年
ほ
ど
遅
れ
て
（
５
）

Ｍ
＆
Ａ
の
件
数
と
ほ
ぼ
パ
ラ
レ
ル
に
推
移
し
て
い
る
（
図
表

３
）。
ま
た
Ｍ
＆
Ａ
の
実
行
に
お
い
て
買
収
資
金
調
達
の
た
め

の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
が
随
伴
す
る
場
合
も
多
く
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

と
な
っ
た
外
国
証
券
会
社
に
と
っ
て
引
受
幹
事
獲
得
の
チ
ャ
ン

ス
も
増
え
て
い
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

３　

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後

　

と
こ
ろ
が
証
券
化
ビ
ジ
ネ
ス
の
行
き
過
ぎ
か
ら
欧
米
の
大
手

図表３　日本企業のM&A件数と「その他手数料」

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

19
90
年

19
91
年

19
92
年

19
93
年

19
94
年

19
95
年

19
96
年

19
97
年

19
98
年

19
99
年

20
00
年

20
01
年

20
02
年

20
03
年

20
04
年

20
05
年

20
06
年

20
07
年

20
08
年

20
09
年

20
10
年

20
11
年

20
12
年

20
13
年

20
14
年

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年（
1-
7）

その他手数料（億円、右目盛り） M&A（件数、左目盛）

（注１） M&Aの仲介手数料は案件が執行されてからの成功報酬が大きい。このため「その他手数料」は、
１年ほど遅らせて描図している。

（注２）2019年のM&A件数は７月まで。
（出所） M&A件数はレコフ『MAAR』巻末資料より作成。「その他手数料」は日本証券業協会『会員

の決算概況』より作成。
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投
資
銀
行
が
経
営
悪
化
に
陥
っ
て
、
二
〇
〇
八
年
九
月
に
リ
ー
マ
ン
・
ブ
ラ
ザ
ー
ズ
が
破
綻
、
こ
れ
が
大
き
な
転
機
と
な
っ
た
。
海

外
親
会
社
の
合
理
化
の
一
環
と
し
て
日
本
拠
点
の
見
直
し
が
始
ま
り
、外
国
証
券
会
社
は
二
〇
〇
九
年
三
月
期
末
七
九
社（
既
往
ピ
ー

ク
）
か
ら
社
数
の
減
少
に
転
じ
、
二
〇
一
六
年
三
月
末
の
六
四
社
へ
一
五
社
の
純
減
と
な
る
。
こ
の
過
程
で
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
グ
ル
ー

プ
が
財
務
困
難
に
陥
っ
た
モ
ル
ガ
ン
・
ス
タ
ン
レ
ー
に
九
〇
億
ド
ル
を
出
資
、
同
社
の
投
資
銀
行
部
門
の
一
部
を
吸
収
す
る
。
ま
た

三
井
住
友
銀
行
が
、
同
様
に
再
建
下
に
あ
っ
た
シ
テ
ィ
グ
ル
ー
プ
の
持
つ
日
興
コ
ー
デ
ィ
ア
ル
証
券
の
株
式
を
買
い
取
り
、
同
社
を

傘
下
に
置
く
。
さ
ら
に
み
ず
ほ
グ
ル
ー
プ
も
傘
下
証
券
会
社
を
統
合
す
る
。
こ
う
し
て
、現
在
の
「
大
手
総
合
証
券
五
社
体
制
」（
野

村
、
大
和
、
Ｓ
Ｍ
Ｂ
Ｃ
日
興
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
モ
ル
ガ
ン
ス
タ
ン
レ
ー
、
み
ず
ほ
）
が
出
来
上
が
っ
た
。

　

二
〇
一
二
年
末
の
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
相
場
」
に
支
え
ら
れ
て
、
証
券
業
界
へ
の
参
入
意
欲
が
高
ま
り
、
二
〇
一
六
年
の
二
四
九
社

か
ら
再
び
、
社
数
は
増
え
て
い
き
、
二
〇
一
八
年
で
は
二
五
九
社
と
な
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
直
近
の
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌
を
利

用
し
て
二
〇
一
八
年
度
の
類
型
別
収
益
シ
ェ
ア
を
作
成
す
る
と
、
図
表
４
の
よ
う
に
な
る
。

　

こ
れ
に
よ
る
と
、
メ
ガ
バ
ン
ク
系
三
社
の
シ
ェ
ア
が
著
し
く
上
昇
し
て
い
る
。
そ
の
一
因
は
Ｓ
Ｍ
Ｂ
Ｃ
日
興
証
券
の
シ
ェ
ア
を
独

立
系
大
手
か
ら
メ
ガ
バ
ン
ク
系
に
繰
り
入
れ
た
か
ら
で
あ
る
が
、
そ
れ
を
考
慮
し
て
も
、
や
は
り
増
え
て
い
る
。
と
り
わ
け
、
引
受

手
数
料
、
そ
の
他
手
数
料
、
募
集
手
数
料
の
シ
ェ
ア
上
昇
が
著
し
い
。
そ
れ
は
「
銀
証
連
携
」
の
効
果
と
い
っ
て
よ
い
だ
ろ
う
。
親

銀
行
が
金
融
商
品
仲
介
業
者
と
し
て
預
金
顧
客
に
投
信
や
外
債
の
販
売
の
勧
誘
を
行
い
、
こ
れ
を
証
券
子
会
社
に
取
り
次
い
で
い
る

の
で
あ
る
。
ま
た
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
ニ
ー
ズ
が
あ
る
取
引
先
企
業
を
証
券
子
会
社
に
紹
介
す
る
ケ
ー
ス
も
目
立
っ
て
い
る
。
ま
た
Ｍ

＆
Ａ
の
実
行
過
程
で
必
要
な
資
金
を
機
動
的
に
つ
な
ぎ
融
資
を
す
る
こ
と
で
証
券
子
会
社
の
Ｍ
＆
Ａ
の
仲
介
業
務
を
資
金
面
か
ら
も

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
で
き
る
。
こ
う
い
っ
た
こ
と
が
募
集
手
数
料
、
引
受
手
数
料
、
Ｍ
＆
Ａ
の
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
手
数
料
の
底
上
げ
に
つ

な
が
っ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
。
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こ
う
い
っ
た
「
銀
証
連
携
ビ
ジ
ネ

ス
モ
デ
ル
」
は
、
地
方
銀
行
に
も
広

が
っ
て
い
る
。
新
設
、
合
弁
、
買
収

等
、
経
緯
は
様
々
で
あ
る
が
、
二
〇

〇
七
年
か
ら
一
八
年
ま
で
に
地
銀
系

証
券
子
会
社
は
一
八
社
も
増
え
て
お

り
、
募
集
手
数
料
、
外
債
売
買
益
が

増
え
て
い
る
。
銀
行
顧
客
に
投
信
や

外
債
の
勧
誘
を
行
い
、
こ
の
販
売
を

証
券
子
会
社
に
取
り
次
い
で
い
る
の

で
あ
る
。

　

他
方
、
株
式
ブ
ロ
ー
カ
ー
業
務
で

シ
ェ
ア
を
高
め
て
き
た
「
ネ
ッ
ト
証

券
」
は
手
数
料
率
の
引
き
下
げ
競
争

が
激
し
く
な
り
、
委
託
手
数
料
の
絶

対
額
は
頭
打
ち
と
な
っ
て
い
る
。
そ

こ
で
、
売
買
回
転
の
速
い
顧
客
向
け

に
Ｆ
Ｘ
の
取
り
扱
い
を
増
や
し
、
そ

図表４　類型別収益シェア（2018年度）

純営業
収益

委託
手数料

引受
手数料

募集
手数料

その他
手数料

トレーディ
ング損益　

金額（億円） 31,324 5,108 1,849 2,313 10,806 7,490
社数 シェア

東証総合取引参加者  88 85.7％ 92.0％ 99.2％ 92.3％ 83.4％ 　71.0％
（内訳）
国内証券

独立系大手   2 25.5％ 27.2％ 37.3％ 37.4％ 22.9％ 　32.0％
メガバンク系   3 25.2％ 16.2％ 52.4％ 32.6％ 18.3％ 　38.4％
上場証券  15  6.9％ 10.9％  2.4％ 14.5％  3.1％ 　10.7％
ネット証券   7  7.7％ 15.2％  1.9％  3.2％  1.7％ 　 6.8％
中堅・中小証券ほか  35  2.3％  6.3％  0.1％  2.2％  0.5％ 　 3.2％
地銀系   4  0.5％  0.9％  0.0％  1.0％  0.1％ 　 0.9％

外国証券  21 17.3％ 15.3％  5.1％  1.6％ 36.8％ －20.9％
東証非総合取引参加者 170 14.3％  8.0％  0.8％  7.7％ 16.6％ 　29.0％
（内訳）
国内証券

独立系大手・メガバンク
系   2  3.6％  0.1％  0.0％  2.6％  0.7％ 　20.3％

地銀系・その他銀行系  22  1.8％  1.3％  0.8％  3.6％  1.1％ 　 3.6％
FX（外為証拠金）業者  16  1.6％  1.7％  0.0％  0.0％  0.4％ 　 4.7％
資産運用・ファンド組成
など  19  0.7％  0.2％  0.0％  0.5％  1.6％ 　 0.1％

中小証券  41  0.5％  1.9％  0.0％  0.7％  0.2％ 　 0.3％
その他国内証券  20  0.9％  2.6％  0.0％  0.0％  1.8％ 　 0.0％

外国証券  50  5.2％  0.2％  0.0％  0.3％ 10.9％ 　 0.0％
（注１） 証券会社の事業年度は、2014年４月以降、３月期決算の義務づけが撤廃、表記も「３月期」

から「年度」に変更された。
（注２） 「上場証券」は持株会社（親会社）が上場している場合に支配的子会社であれば含める（大手、

メガバンク系、ネット証券を除く）
（注３） 東証非総合取参加者の「独立系大手・メガバンク系」の２社は、野村ファイナンシャルプロ

ダクツと三菱UFJモルガンスタンレーPBである。
（出所） 各社ディスクロージャー誌（『業務および財産の状況に関する説明書』等）より集計し算出（１

社のみ入手不能）。
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の
結
果
、
為
替
の
売
買
益
の
シ
ェ
ア
が
高
ま
っ
て
い
る
。
二
〇
一
三
年
か
ら
の
異
次
元
金
融
緩
和
に
よ
り
、
為
替
は
「
円
安
」
に
傾

き
、
Ｆ
Ｘ
取
引
額
が
急
増
し
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
Ｆ
Ｘ
専
業
者
の
収
益
も
外
為
売
買
益
を
中
心
に
収
益
シ
ェ
ア
を
高
め
て
い
る
。

４　

お
わ
り
に

　

以
上
の
よ
う
に
み
て
く
る
と
、
証
券
業
界
に
お
け
る
競
争
の
領
域
分
野
、
手
段
が
大
き
く
変
わ
っ
た
こ
と
が
理
解
で
き
る
。
す
で

に
一
九
八
〇
年
代
に
は
、
ホ
ー
ル
セ
ー
ル
と
リ
テ
ー
ル
の
色
分
け
は
あ
っ
た
が
、
ホ
ー
ル
セ
ー
ル
に
お
け
る
競
争
の
核
心
で
あ
っ
た

「
幹
事
競
争
」
は
「
株
式
の
出
来
高
競
争
」
つ
ま
り
個
人
顧
客
を
相
手
と
す
る
株
式
ブ
ロ
ー
カ
ー
業
務
の
競
争
力
に
支
え
ら
れ
て
い

た
か
ら
で
、
ホ
ー
ル
セ
ー
ル
独
自
の
競
争
は
展
開
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
と
筆
者
は
考
え
る
。

　

し
か
し
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
一
九
九
〇
年
代
を
過
渡
期
と
し
て
、
二
〇
〇
〇
年
代
に
入
る
と
、
明
確
に
ホ
ー
ル
セ
ー
ル
と
リ
テ
ー

ル
は
競
争
領
域
と
し
て
分
離
し
た
。
そ
れ
を
推
進
し
た
の
は
、
外
国
証
券
会
社
の
躍
進
で
あ
っ
た
。
ホ
ー
ル
セ
ー
ル
に
特
化
し
た
外

国
証
券
会
社
が
、
事
業
会
社
へ
の
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
サ
ー
ビ
ス
を
通
じ
て
Ｍ
＆
Ａ
の
仲
介
、
起
債
の
主
幹
事
で
実
績
を
残
し
、
他
方

で
は
遊
休
資
金
を
抱
え
て
運
用
先
に
困
る
機
関
投
資
家
向
け
に
外
債
や
仕
組
債
、
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
・
フ
ァ
ン
ド
を
売
り
込
ん
で
、
実

績
を
積
み
重
ね
て
い
っ
た
。
こ
う
し
て
、ホ
ー
ル
セ
ー
ル
に
お
け
る
固
有
の
競
争
力
を
培
う
こ
と
の
重
要
性
を
認
識
さ
せ
た
の
で
あ
る
。

　

そ
れ
で
は
リ
テ
ー
ル
領
域
に
お
け
る
競
争
は
ど
う
か
。
こ
れ
ま
で
、リ
テ
ー
ル
営
業
で
展
開
さ
れ
て
き
た
「
出
来
高
競
争
」
が
ホ
ー

ル
セ
ー
ル
に
お
け
る
幹
事
獲
得
競
争
に
従
属
し
て
い
た
と
い
う
こ
と
は
、
リ
テ
ー
ル
に
お
い
て
も
独
自
の
競
争
が
展
開
さ
れ
て
こ
な

か
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
そ
し
て
、
現
在
、
こ
れ
に
代
わ
る
有
力
な
営
業
ス
タ
イ
ル
が
「
資
産
管
理
型
営
業
」
で
あ
る
。
こ
れ

は
個
人
顧
客
の
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
に
最
も
適
合
的
な
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
作
成
を
手
伝
っ
て
資
産
形
成
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
と
い
う
も
の

で
あ
る
。
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こ
の
営
業
手
法
が
有
力
な
選
択
肢
で
あ
る
こ
と
を
否
定
す
る
も
の
は
ほ
と
ん
ど
い
な
い
が
、
問
題
は
「
収
支
」
で
あ
る
。
と
い
う

の
は
、「
資
産
管
理
型
営
業
」
を
適
正
に
推
進
し
よ
う
と
思
え
ば
、顧
客
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
の
作
成
、そ
の
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
に
適
し
た
ポ
ー

ト
フ
ォ
リ
オ
の
選
択
と
発
注
、
定
期
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
な
ど
が
業
務
内
容
と
な
る
。
他
方
で
、
収
益
は
基
本
的
に
残
高
連
動
で
あ

る
た
め
、
あ
る
程
度
の
資
産
積
み
上
げ
が
必
要
で
、
そ
の
た
め
に
は
顧
客
か
ら
の
「
信
頼
」
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
資
産
管
理
型

営
業
に
お
け
る
、
従
来
と
は
異
な
っ
た
経
営
資
源
、
収
支
管
理
、
顧
客
か
ら
の
信
頼
醸
成
が
必
要
と
な
る
の
で
あ
る
。

注（
１
）　 「
証
券
会
社
の
収
入
構
成
変
化
と
『
そ
の
他
手
数
料
』
に
つ
い
て
」
本
誌
一
七
一
五
号
、
二
〇
一
九
年
八
月
。

（
２
）　 

一
九
九
〇
年
ご
ろ
ま
で
は
、
証
券
会
社
が
企
業
の
資
金
調
達
で
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
を
発
揮
で
き
た
の
は
実
質
的
に
エ
ク
ィ
テ
ィ
・
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
に
限
ら
れ
て
い
た
。

（
３
）　 

二
〇
〇
〇
年
か
ら
二
〇
〇
六
年
ま
で
に
ネ
ッ
ト
証
券
三
社
、
中
堅
証
券
五
社
が
上
場
し
て
い
る
。
一
九
八
九
年
以
降
の
一
一
年
間
、
証
券

会
社
の
新
規
上
場
は
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

（
４
）　 

日
本
株
の
外
人
保
有
比
率
は
、
一
九
八
九
年
（
四
・
二
％
）
か
ら
二
〇
〇
七
年
に
二
七
・
四
％
に
上
昇
し
た
。
二
〇
年
弱
で
二
三
％
の
上

昇
で
あ
る
。
そ
の
後
、
二
〇
一
五
年
に
三
一
・
七
％
に
達
し
、
そ
れ
が
ピ
ー
ク
と
な
り
、
直
近
の
二
〇
一
八
年
で
は
二
九
・
一
％
で
あ
る

（
金
額
ベ
ー
ス
）。
二
〇
〇
〇
年
代
前
半
ま
で
の
二
〇
年
間
に
お
け
る
外
人
持
ち
株
比
率
の
上
昇
が
い
か
に
顕
著
で
あ
っ
た
か
が
う
か
が
え

る
（
日
本
取
引
所
「
株
式
分
布
状
況
調
査
」
に
よ
る
）。

（
５
）　 

Ｍ
＆
Ａ
仲
介
の
報
酬
は
成
功
報
酬
が
多
く
、
計
上
認
識
は
Ｍ
＆
Ａ
の
案
件
成
立
よ
り
や
や
後
ず
れ
す
る
。

（
に
か
み　

き
よ
し
・
主
席
研
究
員
）


